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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】屋外などの外光の強い環境下において、表示画
面より出射される反射光を著しく低減する効果を有し、
表示画面より出射される、反射光に対するＯＬＥＤから
の表示光の比率（コントラスト）をも高め、屋外での視
認性を向上させると共に、室内等の外光の弱い環境下に
おいても、反射防止機能を維持し、屋外屋内何れにおい
ても、視認性の高い有機ＥＬ表示装置用偏光素子及び該
偏光素子を備える有機ＥＬ表示装置を提供する。
【解決手段】有機ＥＬ表示装置において、フォトクロミ
ック化合物以外の二色性染料を含む直線偏光板２とλ／
４位相差板３とからなる円偏光板とフォトクロミック化
合物を併用した偏光素子、それを備える有機ＥＬ表示装
置に関する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　フォトクロミック化合物以外の二色性染料を含有する偏光素膜と共にフォトクロミック
化合物を併用した偏光素子を有する有機ＥＬ表示装置。
【請求項２】
　上記偏光素子が、上記二色性染料を含有する偏光素膜を有する直線偏光板とλ／４位相
差板とからなる円偏光板に、フォトクロミック化合物含有層を積層した偏光素子であるか
、又は、上記二色性染料と共にフォトクロミック化合物を含有した偏光素膜を有する直線
偏光板とλ／４位相差板とを積層した偏光素子である請求項１に記載の有機ＥＬ表示装置
。
【請求項３】
　上記二色性染料を含有する偏光素膜を有する直線偏光板の可視光における単体透過率が
４２％より大きく７０％以下である請求項１または２に記載の有機ＥＬ表示装置。
【請求項４】
　フォトクロミック化合物以外の二色性染料を含有する偏光素膜とフォトクロミック化合
物含有層の両者を有するか、又は、上記二色性染料とフォトクロミック化合物の両者を含
有する偏光素膜を有する、有機ＥＬ表示装置用偏光素子。
【請求項５】
　上記二色性染料を含有する偏光素膜を有する直線偏光板とλ／４位相差板とからなる円
偏光板にフォトクロミック化合物含有層が積層されているか、又は、上記二色性染料と共
にフォトクロミック化合物を含有する偏光素膜を有する直線偏光板とλ／４位相差板が積
層されている有機ＥＬ表示装置用偏光素子。
【請求項６】
　上記直線偏光板の可視光における単体透過率が４２％より大きく、７０％以下である請
求項４または５に記載の有機ＥＬ表示装置用偏光素子。
【請求項７】
　上記直線偏光板の可視光における直交透過率が０．１～２０％である請求項４～６の何
れか一項に記載の有機ＥＬ表示装置用偏光素子。
【請求項８】
　上記直線偏光板の色相がニュートラルグレーである請求項４～７の何れか一項に記載の
有機ＥＬ表示装置用偏光素子。
【請求項９】
　上記偏光素膜が、
下記（１）～（３）
（１）４００ｎｍ以上５００ｎｍ未満に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
（２）５００ｎｍ以上６００ｎｍ未満に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
及び、
（３）６００ｎｍ以上７００ｎｍ以下に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
の各染料から選択される少なくとも二つの染料を含有する偏光素膜である請求項８に記載
の有機ＥＬ表示装置用偏光素子。
【請求項１０】
　フォトクロミック化合物が紫外光によって着色し、可視光または熱によって消色する化
合物である請求項４～９の何れか一項に記載の有機ＥＬ表示装置用偏光素子。
【請求項１１】
　上記フォトクロミック化合物含有層におけるフォトクロミック化合物の濃度が該含有層
の総量に対して０．１～２０質量％であるか、又は、上記二色性染料とフォトクロミック
化合物の両者を含有する直線偏光素膜中におけるフォトクロミック化合物の濃度が直線偏
光素膜の総量に対して０．１～５０質量％である請求項５～１０の何れか一項に記載の有
機ＥＬ表示装置用偏光素子。
【請求項１２】
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　フォトクロミック化合物が、フォトクロミック化合物含有層中において、積層された直
線偏光板の偏光方向と同じ方向に配向している請求項５～１１の何れか一項に記載の有機
ＥＬ表示装置用偏光素子。
【請求項１３】
　直線偏光板における、可視光における直交透過率が０．１～２０％であり、かつ、単体
透過率が４２％より大きく７０％以下であり、色相がニュートラルグレーである有機ＥＬ
表示装置用直線偏光板。
【請求項１４】
　二色性染料として、
下記（１）～（３）
（１）４００ｎｍ以上５００ｎｍ未満に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
（２）５００ｎｍ以上６００ｎｍ未満に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
及び、
（３）６００ｎｍ以上７００ｎｍ以下に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
の各染料から選択される少なくとも二つの染料を含有する請求項１３に記載の有機ＥＬ表
示装置用直線偏光板。
【請求項１５】
　フォトクロミック化合物以外の二色性染料を含有する偏光素膜を有する直線偏光板とλ
／４位相差板からなる円偏光板とフォトクロミック化合物含有層の二者が積層されるか、
または、上記二色性染料と共にフォトクロミック化合物を含有する偏光素膜を有する直線
偏光板とλ／４位相差板の二者が積層された偏光素子。
【請求項１６】
　偏光素膜が二色性染料として、
下記（１）～（３）
（１）４００ｎｍ以上５００ｎｍ未満に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
（２）５００ｎｍ以上６００ｎｍ未満に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
及び、
（３）６００ｎｍ以上７００ｎｍ以下に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
の各染料から選択される少なくとも二つの染料を含有した偏光素膜であり、その色相がニ
ュートラルグレーである請求項１５に記載の偏光素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、フォトクロミック化合物以外の二色性染料とフォトクロミック化合物を併用
した有機ＥＬ表示装置用偏光素子（以下有機ＥＬ表示装置用偏光素子をＯＬＥＤ用偏光素
子とも云う）、該偏光素子を備える有機ＥＬ表示装置、及び、有機ＥＬ表示装置用高透過
率直線偏光板に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機ＥＬ素子（Organic Light Emitting Diode）（以下ＯＬＥＤともいう）を有する画
像表示装置（以下、有機ＥＬ表示装置又はＯＬＥＤディスプレイと言う）は、薄膜化が容
易で、広視野角を有することから、携帯電話やタブレット型ＰＣ等の表示装置として幅広
く使用されている。
　ＯＬＥＤは装置内部に反射用金属電極を備えるため、外光が反射し易い。特に、屋外等
の外光の強い環境下においてＯＬＥＤディスプレイを使用すると、画面に外光が反射し、
画面の視認性が著しく低下する問題が生じる。
【０００３】
　外光の反射による画像表示装置の視認性低下を防止する方法として、画面表面に防眩処
理などを施す手段があるが、当該手段では、画面から表示装置内部に入射した外光が、各
種構成部材に当たって反射する反射光を防止できない。
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　他の視認性低下防止方法として、直線偏光板及び１／４波長板等の位相差板からなる円
偏光板を画像表示装置に備える手段が知られており、当該手段により反射防止性能を向上
させた有機ＥＬ表示装置が提案されている（特許文献１及び特許文献２）。
　上記円偏光板を用いることにより、外部からの反射光をかなり低減することができる。
しかし、屋外での使用においては、外光が強く、十分に反射光を低減することができず、
視認性を高めることはできない。この戸外での視認性の低下を防ぐためには、有機ＥＬ素
子の発光を強め、表示画面に到達する表示光を増加させればよい。しかし、有機ＥＬ素子
の発光を強めるためには、通電量を上げる必要があり、消費電力の増大と有機ＥＬの寿命
の短命化という致命的な問題を生じる。
【０００４】
　この問題を解決する手段として、二色性色素として二色性フォトクロミック色素を用い
て直線偏光板を作製し、該直線偏光板と位相差板からなる円偏光板を使用する方法が提案
されている（特許文献３）。この円偏光板は、紫外線の強い屋外等ではフォトクロミック
色素が着色して偏光性能が発揮され、反射光を吸収することができ、紫外線の弱い屋内等
ではフォトクロミック色素が脱色することにより、ＯＬＥＤの表示光を透過するという特
徴を有する。しかしながら、この円偏光板は紫外線の弱い屋内では全く偏光機能を有さず
、外部からの光を全て反射してしまう。紫外線の弱い環境下であっても反射防止機能が無
ければ、ＯＬＥＤの金属反射光によるぎらつきにより表示画像が見にくくなり、また、室
内照明などの光の映り込みを防止できないという問題が生じる。
【特許文献１】特開平８－３２１３８１号公報
【特許文献２】特開平９－１２７８８５号公報
【特許文献３】特開２００８－１２２４８５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の課題は、外光の強い環境下で使用した際には優れた反射防止機能を発揮し、反
射光を十分に低減し、紫外線の強い屋外での使用における視認性を向上させると共に、外
光の弱い室内環境下においても一定の反射防止機能を維持し、室内での使用における視認
性も確保できる有機ＥＬ表示装置及び該有機ＥＬ表示装置に適する偏光素子を提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　発明者らは上記課題を解決するため、光の強度、特に紫外線の強度によって着色及び脱
色するフォトクロミック化合物を、フォトクロミック化合物以外の二色性染料を含有する
円偏光板、特に、当該二色性染料を含有する直線偏光板とλ／４位相差板とからなる円偏
光板と併用することにより、反射防止機能を向上させ、屋外などの紫外線が強い環境下に
おける有機ＥＬ表示装置の視認性を改善できることを見出した。特に、円偏光板の作製に
使用される直線偏光板として、従来よりも光の透過率の高い直線偏光板を使用した場合、
紫外線の強い戸外での使用時において、優れた反射防止機能を有しつつ、表示画面でのＯ
ＬＥＤからの表示光を増やすことで、戸外での視認性を向上させることを見出し、本発明
を完成した。
【０００７】
　本発明は、下記の１～１６に関する。
１．　フォトクロミック化合物以外の二色性染料を含有する偏光素膜と共にフォトクロミ
ック化合物を併用した偏光素子を有する有機ＥＬ表示装置。
２．　上記偏光素子が、上記二色性染料を含有する偏光素膜を有する直線偏光板とλ／４
位相差板とからなる円偏光板に、フォトクロミック化合物含有層を積層した偏光素子であ
るか、又は、上記二色性染料と共にフォトクロミック化合物を含有した偏光素膜を有する
直線偏光板とλ／４位相差板とを積層した偏光素子である上記１に記載の有機ＥＬ表示装
置。
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３．　上記二色性染料を含有する偏光素膜を有する直線偏光板の可視光における単体透過
率が４２％より大きく７０％以下である上記１または２に記載の有機ＥＬ表示装置。
４．　フォトクロミック化合物以外の二色性染料を含有する偏光素膜とフォトクロミック
化合物含有層の両者を有するか、又は、上記二色性染料とフォトクロミック化合物の両者
を含有する偏光素膜を有する、有機ＥＬ表示装置用偏光素子。
５．　上記二色性染料を含有する偏光素膜を有する直線偏光板とλ／４位相差板とからな
る円偏光板にフォトクロミック化合物含有層が積層されているか、又は、上記二色性染料
と共にフォトクロミック化合物を含有する偏光素膜を有する直線偏光板とλ／４位相差板
が積層されている有機ＥＬ表示装置用偏光素子。
６．　上記直線偏光板の可視光における単体透過率が４２％より大きく、７０％以下であ
る上記４または５に記載の有機ＥＬ表示装置用偏光素子。
７．　上記直線偏光板の可視光における直交透過率が０．１～２０％である上記４～６の
何れか一項に記載の有機ＥＬ表示装置用偏光素子。
【０００８】
８．　上記直線偏光板の色相がニュートラルグレーである上記４～７の何れか一項に記載
の有機ＥＬ表示装置用偏光素子。
９．　上記偏光素膜が、
下記（１）～（３）
（１）４００ｎｍ以上５００ｎｍ未満に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
（２）５００ｎｍ以上６００ｎｍ未満に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
及び、
（３）６００ｎｍ以上７００ｎｍ以下に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
の各染料から選択される少なくとも二つの染料を含有する偏光素膜である上記８に記載の
有機ＥＬ表示装置用偏光素子。
１０．　フォトクロミック化合物が紫外光によって着色し、可視光または熱によって消色
する化合物である上記４～９の何れか一項に記載の有機ＥＬ表示装置用偏光素子。
１１．　上記フォトクロミック化合物含有層におけるフォトクロミック化合物の濃度が該
含有層の総量に対して０．１～２０質量％であるか、又は、上記二色性染料とフォトクロ
ミック化合物の両者を含有する直線偏光素膜中におけるフォトクロミック化合物の濃度が
直線偏光素膜の総量に対して０．１～５０質量％である上記５～１０の何れか一項に記載
の有機ＥＬ表示装置用偏光素子。
１２．　フォトクロミック化合物が、フォトクロミック化合物含有層中において、積層さ
れた直線偏光板の偏光方向と同じ方向に配向している上記５～１１の何れか一項に記載の
有機ＥＬ表示装置用偏光素子。
１３．　直線偏光板における、可視光における直交透過率が０．１～２０％であり、かつ
、単体透過率が４２％より大きく７０％以下であり、色相がニュートラルグレーである有
機ＥＬ表示装置用直線偏光板。
【０００９】
１４．　二色性染料として、
下記（１）～（３）
（１）４００ｎｍ以上５００ｎｍ未満に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
（２）５００ｎｍ以上６００ｎｍ未満に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
及び、
（３）６００ｎｍ以上７００ｎｍ以下に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
の各染料から選択される少なくとも二つの染料を含有する上記１３に記載の有機ＥＬ表示
装置用直線偏光板。
１５．　フォトクロミック化合物以外の二色性染料を含有する偏光素膜を有する直線偏光
板とλ／４位相差板からなる円偏光板とフォトクロミック化合物含有層の二者が積層され
るか、または、上記二色性染料と共にフォトクロミック化合物を含有する偏光素膜を有す
る直線偏光板とλ／４位相差板の二者が積層された偏光素子。
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１６　偏光素膜が二色性染料として、
下記（１）～（３）
（１）４００ｎｍ以上５００ｎｍ未満に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
（２）５００ｎｍ以上６００ｎｍ未満に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
及び、
（３）６００ｎｍ以上７００ｎｍ以下に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
の各染料から選択される少なくとも二つの染料を含有した偏光素膜であり、その色相がニ
ュートラルグレーである上記１５に記載の偏光素子。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明においては、紫外線の強い屋外では、表示画面から出射される反射光量を著しく
軽減し、また、表示画面から出射される反射光量に対する有機ＥＬ素子から出射された光
の表示画面からの出射光量の比（コントラスト）も高めることができるという効果を達成
する。その結果、有機ＥＬ表示装置における表示面での視認性が著しく向上する。特に、
光の透過率の高い直線偏光板偏光板使用した場合には、有機ＥＬ素子から出射された光の
表示画面からの出射光量を増やすことが出来るので、表示画面から出射される反射光量に
対する有機ＥＬ素子から出射された光の表示画面からの出射光量の比（コントラスト）を
高めることができるという効果を達成することができる。従って、有機ＥＬ素子の発光量
を増加することなく、戸外での視認性を著しく向上させることができる。その結果、ＯＬ
ＥＤの消費電力の節電となるとともに、ＯＬＥＤの寿命を短くすることもないという効果
を達成する。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の有機ＥＬ表示装置の一実施形態を示す縦断面図。
【００１２】
　以下、本発明について説明する。
　本発明の有機ＥＬ表示装置に使用する偏光素子は、二色性色素として、フォトクロミッ
ク化合物以外の二色性染料を含有する偏光素膜と共に、フォトクロミック化合物を併用す
ることを特徴とする。
　フォトクロミック化合物を併用した偏光素子としては、特に限定されないが、具体例と
しては、フォトクロミック化合物以外の二色性染料を含有する偏光素膜とフォトクロミッ
ク化合物を含有する樹脂層を含む偏光素子、及び、上記二色性染料とフォトクロミック化
合物の両者を含有した偏光素膜を有する偏光素子等が挙げられる。
　通常、有機ＥＬ表示装置に使用する偏光素子としては、円偏光板が好ましいことから、
本発明の上記偏光素子としては、フォトクロミック化合物以外の二色性染料を含有する偏
光素膜を有する直線偏光板とλ／４位相差板を積層した円偏光板に、フォトクロミック化
合物含有層を積層した偏光素子、又は、該二色性染料とフォトクロミック化合物の両者を
含む偏光素膜を有する直線偏光板とλ／４位相差板を積層した偏光素子などが挙げられる
。本発明で使用される該直線偏光板は、通常使用される直線偏光板よりも、光の透過率が
高い偏光板が好ましい。そのため、通常の場合に比して、該直線偏光板のコントラストの
値も低くなる。
　本発明の偏光素子としては、作製の容易性などから、上記二色性染料を含有する円偏光
板にフォトクロミック化合物含有層を積層した偏光素子が好ましい。
　以下に、本発明で使用される、該直線偏光板、フォトクロミック化合物含有層等につき
順次説明する。
【００１３】
＜直線偏光板＞
　まず、本発明の偏光素子に使用される上記二色性染料を単独で含む直線偏光板について
、以下に説明する。なお、本明細書において、「上記二色性染料を単独で含む直線偏光板
」と云った場合、「フォトクロミック化合物を併用していない上記二色性染料を含む直線
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偏光板」を意味する。
　該直線偏光板としては、通常の上記二色性染料を単独で含む直線偏光板を使用すること
もできるが、屋外での視認性を高めるために、光の透過率の高い直線偏光板を使用するこ
とが好ましい。まず、該直線偏光板について、以下に説明する。
　本発明の該直線偏光板の単体透過率は、可視光域（３８０～７００ｎｍの波長領域）で
４０％以上あれば使用できるが、通常４２％より高い方が好ましく、４５％以上がより好
ましく、４６％以上が更に好ましく、４７％以上が特に好ましい。最も好ましくは、４８
％以上であり、４９％以上又は５０％以上であってもよい。上限としては、本発明の効果
が達成される限り特に限定はない。通常７０％以下、好ましくは６５％以下、より好まし
く６０％以下であり、更に好ましくは、５５％以下である。このように単体透過率が４２
％を超える直線偏光板を、本明細書においては、高透過率直線偏光板という。
　該直線偏光板の可視光域での直交透過率は、通常０．１％以上３０％以下程度であり、
好ましくは０．１％以上２０％以下である。また場合により、１％以上２０％以下、好ま
しくは２％以上２０％以下、より好ましくは５％以上２０％以下であり、更に好ましくは
７％以上１５％以下である。
　「単体透過率」とは、偏光板を１枚使用したときの透過率を言い、JIS Z8701:1999に準
拠した方法により測定される。「直交透過率」とは、２枚の該偏光板を吸収軸が直交する
ように重ねた場合の透過率を言う。
　より好ましい直線偏光板は、上記の好ましい単体透過率と上記の好ましい直交透過率を
併せ持つ直線偏光板であり、単体透過率が５０％以上６０％以下であり、且つ、直交透過
率が５％以上１５％以下である偏光板は、最も好ましい。
【００１４】
　本発明で使用する上記直線偏光板は、常法に従って、基材フィルム（例えばポリビニル
アルコール系樹脂フィルム）に、二色性染料による染色処理、延伸処理、及び、必要に応
じてホウ酸等による硬化剤処理等を施すことにより偏光素膜を製造し、必要に応じて得ら
れた偏光素膜の片面又は両面に透明保護膜を貼合することにより、製造することができる
。上記染色処理及び延伸処理の順序は、何れが先でもよく、また、同時に行ってもよい。
また上記延伸処理は、硬化剤処理と同時に行ってもよい。硬化剤処理は通常染色処理と同
時又は／及び染色処理の後に行われる。
【００１５】
　該直線偏光板に使用される基材フィルムとしては、偏光板として使用され得る樹脂フィ
ルムであればいずれも使用でき、通常、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムが用いられ
る。ポリビニルアルコール系樹脂フィルムとは、ビニルアルコール又はその変性体の重合
体を主体とする樹脂フィルムであり、重合体中の繰り返し単位のうち、ビニルアルコール
又はその変性体由来の成分が、モル割合で少なくとも４０％、好ましくは５０～１００％
、更に好ましくは８０～１００％である重合体のフィルムである。
　具体的には、酢酸ビニルの重合体であるポリ酢酸ビニルをケン化処理して得られるポリ
ビニルアルコールフィルム；酢酸ビニルとこれに共重合可能な他の単量体、例えば、不飽
和カルボン酸類、オレフィン類、ビニルエーテル類、不飽和スルホン酸類、不飽和アミン
類、アクリルアミド、アクリル酸誘導体等との共重合体（ポリ酢酸ビニル共重合体）をケ
ン化処理して得られるポリビニルアルコール共重合体フィルム；及び、上記重合体および
共重合体をオレフィンや不飽和カルボン酸で変性したポリビニルアルコール変性体フィル
ムを挙げることができる。具体例としては例えば、ポリビニルアルコール樹脂フィルム、
上記共重合体樹脂フィルム、ポリビニルアセタールフィルム（エチレンビニルアセテート
樹脂フィルム）等を挙げることができ、これらの中でも、二色性色素の吸着性や配向性の
点からポリビニルアルコール樹脂フィルムが好ましい。
【００１６】
　該直線偏光板に使用されるポリビニルアルコール系樹脂の重合度は、通常１０００～１
００００程度の範囲のものが使用され、好ましくは１５００～７０００程度、より好まし
くは２０００～７０００程度である。ポリビニルアルコール系樹脂は通常、ポリ酢酸ビニ
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ル重合体又は共重合体のケン化処理されたものが使用され、そのケン化度は通常８５～１
００モル％程度、好ましくは９８～１００モル％の範囲である。
　原料として使用されるポリビニルアルコール系樹脂フィルムの厚みは特に限定されない
が、通常１０μｍ～１５０μｍ程度、好ましくは２０～１００μｍ程度である。
【００１７】
　該直線偏光板に使用される二色性染料は、基材フィルムの延伸により可視光領域におい
て二色性を示す染料であれば、いずれも使用できるが、耐久性に優れた染料が好ましい。
　該直線偏光板に使用される二色性染料の具体例としては、例えば、Ｃ．Ｉ．ダイレクト
．イエロー１２、Ｃ．Ｉ．ダイレクト．イエロー２８、Ｃ．Ｉ．ダイレクト．イエロー４
４、Ｃ．Ｉ．ダイレクト．イエロー１４２；Ｃ．Ｉ．ダイレクト．オレンジ２６、Ｃ．Ｉ
．ダイレクト．オレンジ３９、Ｃ．Ｉ．ダイレクト．オレンジ７１、Ｃ．Ｉ．ダイレクト
．オレンジ１０７；Ｃ．Ｉ．ダイレクト．レッド２、Ｃ．Ｉ．ダイレクト．レッド３１、
Ｃ．Ｉ．ダイレクト．レッド７９、Ｃ．Ｉ．ダイレクト．レッド８１、Ｃ．Ｉ．ダイレク
ト．レッド１１７、Ｃ．Ｉ．ダイレクト．レッド２４７；Ｃ．Ｉ．ダイレクト．グリーン
８０、Ｃ．Ｉ、ダイレクト．グリーン５９；Ｃ．Ｉ．ダイレクト・ブルー１、Ｃ．Ｉ．ダ
イレクト・ブルー７１、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・ブルー７８、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・ブルー
１６８、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・ブルー２０２；Ｃ．Ｉ．ダイレクト・バイオレット９、Ｃ
．Ｉ．ダイレクト・バイオレット５１；Ｃ．Ｉ．ダイレクト・ブラウン１０６、Ｃ．Ｉ．
ダイレクト・ブラウン２２３等を例示することができる。
　また、目的に応じて、ＷＯ２００９／０５７６７６Ａ１、ＷＯ２００７／１４５２１０
Ａ１、ＷＯ２００６／０５７２１４Ａ１及び特開２００４－２５１９６３等に開示されて
いるような偏光板用に開発された染料を用いることもできる。これらの色素は遊離酸、あ
るいはアルカリ金属塩（例えばＮａ塩、Ｋ塩、Ｌｉ塩）、アンモニウム塩、アミン類の塩
として用いられる。
【００１８】
　該直線偏光板には、二色性染料を一種又は複数を用いてもよく、通常複数使用するのが
好ましい。下記の（１）～（３）の各染料から選択される少なくとも二つの染料、より好
ましくは下記の（１）～（３）の染料をそれぞれ少なくとも１種ずつ使用することにより
、色相がニュートラルグレイである偏光板を作製することができるため、好ましい。
（１）４００ｎｍ以上５００ｎｍ未満に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
（２）５００ｎｍ以上６００ｎｍ未満に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料、
及び
（３）６００ｎｍ以上７００ｎｍ以下に極大吸収波長（λｍａｘ）を有する二色性染料。
【００１９】
　４００ｎｍ以上５００ｎｍ未満にλｍａｘを有する二色性染料（１）としては、例えば
、Yellow系又はOrange系の染料のうちλｍａｘが４００ｎｍ以上５００ｎｍ未満である二
色性染料が挙げられる。５００ｎｍ以上６００ｎｍ未満にλｍａｘを有する二色性染料（
２）としては、例えば、Red系又はViolet系の染料のうちλｍａｘが５００ｎｍ以上６０
０ｎｍ未満である二色性染料が挙げられる。６００ｎｍ以上７００ｎｍ以下にλｍａｘを
有する二色性染料（３）としては、例えば、Blue系又はGreen系の染料のうちλｍａｘが
６００ｎｍ以上７００ｎｍ以下である二色性染料が挙げられる。
　ニュートラルグレイの偏光板を作製するときに使用する二色性染料は、上記二色性染料
（１）～（３）の何れかの同じ群に含まれる染料であっても、個々の染料により吸収波長
が異なるので、必要に応じ、同一の群に含まれる染料を複数使用してもよく、例えば上記
二色性染料（１）～（３）群の染料の合計で４～５種、またはそれ以上の二色性染料を使
用しても良い。好ましい一つの態様としては、オレンジ系の二色性染料を一種、レッド系
の二色性染料を一種、及び（３）の二色性染料として、ブルー系及びグリーン系の二種を
用いる態様を挙げることができる。
　染色液における各染料の含有比率は、特に限定されず、得られる偏光素膜の色相がニュ
ートラルグレイにすることができる割合であればよい。上記の（１）～（３）の染料をそ
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れぞれ少なくとも１種ずつ使用する場合、例えば、質量割合で、二色性染料（１）を基準
として、二色性染料（１）：二色性染料（２）：二色性染料（３）＝１：０．１～３：１
～８、より好ましくは１：０．２～２：２～７程度の割合で含有することが好ましい。各
染料の染色液における含有比率を上記の範囲で適宜調整することにより、ニュートラルグ
レイの偏光板としてより好ましい色相及び光学性能を有する偏光板が得られる。
　また本発明で使用する直線偏光板は、上記の二色性染料を単独で又は複数を組み合わせ
て使用することにより得られるカラー偏光板であってもよい。
【００２０】
　該直線偏光板に使用する二色性染料としては、下記式（３）によって定義される二色性
比が、２０～５０の範囲、好ましくは２５～４５の範囲に含まれる二色性染料が好ましい
。
　本明細書では、「染料の二色性比」と言う場合の「二色性比」を次の通り定義する。二
色性色素として当該染料のみを使用した偏光板を作製し、該偏光板を１枚使用したときの
透過率を単体透過率Ｔｓ、２枚の該偏光板を吸収軸方向が同一となるように重ねた場合の
透過率を平行位透過率Ｔｐ 、２枚の該偏光板を吸収軸が直交するように重ねた場合の透
過率を直交位透過率Ｔｃとする。それぞれの透過率は、３８０～７００ｎｍの波長領域で
、所定波長間隔ｄλ（ここでは５ｎｍ）おきに分光透過率τλを求め、下記式（１）によ
り算出する。
【００２１】

【００２２】
式中、Ｐλは標準光（Ｃ光源）の分光分布を表し、ｙλは２度視野等色関数を表し、τλ
は分光透過率を表す。また偏光度Ｐｙを、平行位透過率Ｔｐ及び直交位透過率Ｔｃから、
下記式（２）により求める。
　　Ｐｙ＝｛（Ｔｐ－Ｔｃ）／（Ｔｐ＋Ｔｃ）｝１／２×１００　　　式（２）
偏光度Ｐｙ及び単体透過率Ｔｓから、二色性比Ｒｄを下記式（３）により求める。
　　Ｒｄ＝ｌｏｇ｛Ｔｓ／１００×（１－Ｐｙ／１００）｝／ｌｏｇ｛Ｔｓ／１００×（
１＋Ｐｙ／１００）｝　　　式（３）
【００２３】
　本発明で使用する直線偏光板は公知の製造方法に従って製造すればよく、例えば下記の
ようにして製造することができる。但し、本発明で使用する高透過率直線偏光板の場合に
は、単体透過率を上記の範囲になるように上記二色性染料の染色濃度を適宜調整すること
が必要である。
　通常、二色性染料による染色処理の前に、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムの膨潤
処理が施される（膨潤工程ともいう）。膨潤処理は２０～５０℃の膨潤処理溶液に３０秒
～１０分間浸漬させることによって行われる。該膨潤処理溶液としては水が好ましい。ま
た、必要に応じて、グリセリン、エタノール、エチレングリコール、プロピレングリコー
ル又は低分子量ポリエチレングリコール等の水溶性有機溶剤、又は水と水溶性有機溶剤と
の混合溶液で膨潤処理を行っても良い。フィルムは染色処理時にも膨潤するため、偏光素
膜の製造にかかる時間を短縮したいときには、上記膨潤工程を省略することもできる。
【００２４】
　二色性染料での染色処理は、常法に従い、前記の二色性染料を用いて、二色性染料を含
有する染色液、好ましくは二色性染料を溶解した染色液の中にポリビニルアルコール系樹
脂フィルムを浸漬することにより行う。二色性染料による樹脂フィルムの染色処理は、下
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記の延伸工程と同時に行ってもよい。
　二色性染料の染色液の溶媒としては水が好ましい。二色性染料の染色液中における染料
濃度は、染色条件により変わるので一概には言えないが、通常、染色液に対し０．０１～
５ｇ／Ｌ程度、好ましくは０．０１～２ｇ／Ｌ程度、より好ましくは０．０２～１ｇ／Ｌ
程度、最も好ましくは０．０２～０．９ｇ／Ｌ程度である。二色性染料を複数使用する場
合は、使用する染料の総量の濃度が上記範囲にある場合好ましい。
　二色性染料を含有する染色液は、染色助剤等の助剤を必要に応じて含んでいても良い。
染色助剤としては、芒硝、トリポリリン酸ソーダ等の無機塩を挙げることができる。その
ときの染色助剤の濃度は、染色液の総量に対して、０．０１～１０ｇ／Ｌ程度、好ましく
は０．０５～５ｇ／Ｌ程度である。染色助剤を複数使用する場合は、染色助剤の総量の濃
度が上記範囲にあることが好ましい。
　二色性染料での染色処理における染色液の温度は２０～６０℃程度、好ましくは３０～
５５℃程度である。浸漬時間は上記濃度に染色できる時間で有れば支障は無く、１０～５
００秒程度、好ましくは３０～４００秒程度の範囲である。
【００２５】
　二色性染料の配向のため延伸処理は、染色処理と共に行ってもよい。また、延伸処理は
複数回に分けて行われてもよい。また、延伸処理は、場合によっては、膨潤後、染色処理
前に行われてもよい。
　本発明においては、二色性染料により染色されたポリビニルアルコール系樹脂フィルム
を所定の倍率に延伸（好ましくは一軸延伸）することにより、偏光素膜の延伸処理を行う
ことが好ましい。延伸処理における延伸方法は、乾式延伸法及び湿式延伸法のいずれでも
よいが、湿式延伸法が好ましい。湿式延伸法は、通常、水、水溶性有機溶剤又はそれらの
混合溶液等からなる溶液を加熱し、その加熱した溶液中にポリビニルアルコール系樹脂フ
ィルムを浸漬しながら延伸する方法である。延伸倍率は原フィルムの厚さ等により一概に
言えないが、通常最終的に原フィルムの２～２０倍程度、好ましくは３～１０倍程度であ
る。
　延伸処理溶液に硬化剤を含有させることにより、延伸処理と同時に硬化剤処理を行って
もよい。そのときの硬化剤としては、下記硬化剤処理の項で例示する硬化剤を使用するこ
とができ、ホウ素化合物が好ましく、ホウ酸がより好ましい。このときの延伸処理溶液に
おける硬化剤の含有量は、硬化剤の種類により異なるため一概に言えないが、０．１～１
０．０質量％程度であり、好ましくは０．５～５．０質量％程度である。
　延伸方法としては、速度の異なる二つのロールの間で一軸延伸する方法が好ましい。延
伸処理により得られるフィルムの、原反フィルムに対する総延伸倍率は２．０～１０．０
倍程度であり、好ましくは４．０～７．０倍である。延伸処理における処理溶液の温度は
３０～６０℃程度である。
【００２６】
　二色性染料での染色処理を施した後、硬化剤処理を行うのが好ましい。硬化剤処理は、
染色処理と同時に、又は／及び染色処理後、フィルムを硬化剤を含む溶液で処理すること
を言う。該硬化剤処理としては、染色処理が施されたフィルムを該溶液に浸漬する方法が
好ましいが、該溶液を染色処理が施されたフィルムに塗布又は塗工する方法でもよい。
　硬化剤処理に使用する硬化剤としては、例えば、ホウ酸又はその塩（ホウ砂等のアルカ
リ金属塩、ホウ砂アンモニウム等）等のホウ素化合物、グリオキザール又はグルタルアル
デヒド等の多価アルデヒド、ビウレット型、イソシアヌレート型又はブロック型等の多価
イソシアネート化合物、チタニウムオキシサルフェイト等のチタニウム化合物、エチレン
グリコールグリシジルエーテル及びポリアミドエピクロルヒドリン等を用いることができ
る。通常、ホウ素化合物が好ましく、ホウ酸はより好ましい。硬化剤処理溶液の溶媒は水
、水溶性有機溶媒又はそれらの混合溶媒等を用いることができ、水が好ましい。
　硬化剤処理溶液の硬化剤濃度は、硬化剤の種類により異なるため一概には言えないが、
通常０．１～１０質量％、好ましくは１～６質量％程度であり、例えばホウ酸では、０．
１～６．０質量％程度が好ましい。硬化剤処理の処理温度は１０～６０℃が好ましく、３
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０～６０℃がより好ましい。処理時間は３０秒～６分が好ましく、１～５分がより好まし
い。
【００２７】
　本発明の好ましい態様においては、硬化剤処理及び延伸処理をホウ酸水溶液中で行うた
め、ホウ酸をポリビニルアルコール系樹脂フィルム中に含有する。このときの偏光素膜中
のホウ酸含有量は、得られた偏光素膜を純水中で加熱して完全に溶解させ、フェノールフ
タレイン指示薬を添加し、水酸化ナトリウム水溶液で中和滴定することによって求めるこ
とができる。
　本発明の偏光素膜におけるホウ酸含有量は、５～４０質量％であり、より好ましくは１
０～２５質量％である。偏光素膜中のホウ酸含有量は、上記延伸処理又は硬化剤処理にお
ける溶液の濃度・浸漬時間・溶液温度・延伸倍率をそれぞれ変えることで調整できる。
【００２８】
　これら染色処理、延伸処理及び硬化剤処理の各工程の後、必要に応じて、フィルム表面
に析出した染料や硬化剤、又は付着した異物等を取り除く目的でフィルム表面の洗浄を行
ってもよい。通常は水で洗浄することが好ましく、洗浄液の温度は１０～６０℃程度、洗
浄時間は１秒～５分程度である。洗浄は必要に応じて１回又は複数回行ってよい。
【００２９】
　延伸処理が施された偏光素膜は、必要に応じて洗浄を行った後、乾燥処理が行われる。
乾燥処理における乾燥温度は、通常３０～７０℃程度であり、好ましくは４０～６５℃程
度である。乾燥時間は１０～５００秒程度であり、好ましくは６０～３５０秒程度である
。
　得られた偏光素膜の厚さは、１０μｍ～４０μｍ程度が好ましく、１５μｍ～３０μｍ
は更に好ましい。
【００３０】
　このようにして得られた偏光素膜は、その片面又は両面に、光学的透明性、機械的強度
及び等方性などに優れる透明保護膜を貼合して、偏光板とすることができる。保護膜を形
成する化合物としては、例えば、セルロースアセテート系フィルム、アクリル系フィルム
、四フッ化エチレン／六フッ化プロピレン系共重合体のようなフッ素系フィルム、ポリエ
ステル樹脂、ポリオレフィン樹脂又はポリアミド系樹脂からなるフィルム等が用いられる
。好ましくはトリアセチルセルロース（ＴＡＣ）フィルムやシクロオレフィン系フィルム
が用いられる。保護膜の厚さは通常４０～２００μｍである。
　偏光素膜と保護膜を貼り合わせるのに用いうる接着剤（粘着剤）としては、ポリビニル
アルコール系接着剤、ウレタンエマルジョン系接着剤、アクリル系接着剤、ポリエステル
ーイソシアネート系接着剤などが挙げられ、ポリビニルアルコール系接着剤が好適である
。
【００３１】
　得られた偏光板の表面には、更に透明な保護層を設けても良い。保護層としては、例え
ばアクリル系樹脂又はポリシロキサン系樹脂からなるハードコート層、ウレタン系樹脂か
らなる保護層等があげられる。また、この保護層の上にＡＲ層（反射防止層）を設けても
よい。ＡＲ層は、例えば二酸化珪素、酸化チタン等の物質を蒸着又はスパッタリング処理
することにより、また、フッ素系物質を薄く塗布することにより、形成することができる
。
　本発明においては、通常該直線偏光板を円偏光板の作製に使用するので、その場合には
、該偏光板の片方の面に、下記するように、λ／４位相差板を積層するので、その面には
上記の保護層等は通常設けない。また、フォトクロミック化合物含有層を積層する場合、
通常、円偏光板の直線偏光板側の外面（直線偏光板のλ／４位相差板が積層されていない
面）に、積層されるので、その場合には、該直線偏光板の何れの面にも上記の保護層等を
設ける必要は無い。
【００３２】
＜円偏光板の作製＞
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　上記で得られた直線偏光板に位相差板を貼合することにより、円偏光板を作製する。通
常、位相差板としてλ／４位相差板（好ましくは１／４波長板）を使用し、λ／４位相差
板（好ましくは１／４波長板）の遅相軸（面内において屈折率が最大となる方向）と直線
偏光板の吸収軸との角度が４５°をなすように積層される。該位相差板の材質は特に限定
されず、公知のもの、例えばポリマーフィルム、液晶フィルム、液晶化合物を配向させた
フィルムなどを用いることができる。該位相差板は、１枚でも良いし、２枚以上の複層構
造のものでもよい。また、可視光領域の全域において１／４波長板特性を有する広帯域１
／４波長板を使用し、広帯域円偏光板を作製することが好ましい。　
　上記直線偏光板と位相差板の貼合に用いる粘着剤としては、特に限定されず、通常の円
偏光板の作製に使用される透明性の高い公知の粘着剤が使用できる。
　本発明で使用する上記高透過率直線偏光板とλ／４位相差板とからなる円偏光板を、便
宜的に高透過率円偏光板という。
【００３３】
＜フォトクロミック化合物の併用＞
　本発明のＯＬＥＤ用偏光素子は、上記二色性染料を含有する偏光素膜と共に、フォトク
ロミック化合物を併用することを特徴とする。
　フォトクロミック化合物を併用する好ましい態様としては、フォトクロミック化合物含
有層を、上記色性染料を含有する偏光素膜を有する円偏光板に積層する態様、又は、上記
フォトクロミック化合物以外の二色性染料を含有する偏光素膜中に、該二色性染料と共に
、フォトクロミック化合物を含有させ、該二色性染料及びフォトクロミック化合物の両者
を含む偏光素膜とする方法等を挙げることができる。
　前者の場合、上記円偏光板に積層するフォトクロミック含有層の形成方法は、特に限定
されない。例えば、上記円偏光板における直線偏光板の表面にフォトクロミック化合物含
有樹脂フィルムを積層するか又はフォトクロミック化合物含有樹脂液を塗布、乾燥してフ
ォトクロミック含有層を形成してもよい。通常フォトクロミック化合物含有樹脂フィルム
を積層する方法が好ましい。
　後者の場合は、得られた該二色性染料及びフォトクロミック化合物の両者を含む偏光素
膜を、上記における該二色性染料を単独で含む偏光素膜の場合と同様にして、該二色性染
料及びフォトクロミック化合物の両者を含む直線偏光板とし、該直線偏光板に、上記と同
様にして、λ／４位相差板を積層することにより、本発明のＯＬＥＤ用偏光素子とするこ
とができる。
　本発明のＯＬＥＤ用偏光素子において、上記フォトクロミック化合物含有層、又は、上
記二色性染料とフォトクロミック化合物の両者を含有する偏光素膜中におけるフォトクロ
ミック化合物の濃度は、紫外線のない状態で、フォトクロミック化合物を含有しない円偏
光板の５５０ｎｍの光の透過率を通常１～７％程度、好ましくは２～６％程度、より好ま
しくは２～５％の範囲内で低下させる濃度である。
【００３４】
＜フォトクロミック化合物＞
　本発明で用いられるフォトクロミック化合物は、光の強度によって着色及び脱色するフ
ォトクロミック特性を有する化合物であれば、特に制限なく使用できる。紫外線照射され
ると着色状態に変化し、可視光照射または熱によって消色状態に変化する、正のフォトク
ロミック特性を有する化合物が好ましい。
　該フォトクロミック化合物としては、スピロピラン化合物、スピロオキサジン化合物、
ジアリールエテン化合物、フルギド化合物、ナフトピラン化合物、ヘキサアリールビスイ
ミダゾール化合物などが挙げられる。これらは１種単独で、又は２種以上併用して用いる
ことができる。これらのうち、スピロピラン化合物、ヘキサアリールビスイミダゾール化
合物が好ましい。
【００３５】
　上記スピロピラン化合物とは、ピラン環がスピロ縮合したスピロピラン構造を有する化
合物であり、該化合物としては、例えば、１，３，３－トリメチルインドリノ－６’－ニ
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トロベンゾピリロスピラン、１’，３’，３’－トリメチルスピロ（２Ｈ－１－ベンゾピ
ラン－２，２’－インドリン）、１’，３’，３’－トリメチルスピロ－８－ニトロ（２
Ｈ－１－ベンゾピラン－２，２’－インドリン）、１’，３’，３’－トリメチル－６－
ヒドロキシスピロ（２Ｈ－１－ベンゾピラン－２，２’－インドリン）、１’，３’，３
’－トリメチルスピロ－８－メトキシ（２Ｈ－１－ベンゾピラン－２，２’－インドリン
）、５’－クロル－１’，３’，３’－トリメチル－６－ニトロスピロ（２Ｈ－１－ベン
ゾピラン－２，２’－インドリン）、６，８－ジブロモ－１’，３’，３’－トリメチル
スピロ（２Ｈ－１－ベンゾピラン－２，２’－インドリン）、６，８－ジブロモ－１’，
３’，３’－トリメチルスピロ（２Ｈ－１－ベンゾピラン－２，２’－インドリン）、８
－エトキシ－１’，３’，３’，４’，７’－ペンタメチルスピロ（２Ｈ－１－ベンゾピ
ラン－２，２’－インドリン）、５’－クロル－１’，３’，３’－トリメチルスピロ－
６，８－ジニトロ（２Ｈ－１－ベンゾピラン－２，２’－インドリン）、３，３，１－ジ
フェニル－３Ｈ－ナフト－（２，１－１３）ピラン、１，３，３－トリフェニルスピロ〔
インドリン－２，３’－（３Ｈ）－ナフト（２，１－ｂ）ピラン〕、１－（２，３，４，
５，６－ペンタメチルベンジル）－３，３－ジメチルスピロ〔インドリン－２，３’－（
３Ｈ）－ナフト（２，１－ｂ）ピラン〕、１－（２－メトキシ－５－ニトロベンジル）－
３，３－ジメチルスピロ〔インドリン－２，３’－ナフト（２，１－ｂ）ピラン〕、１－
（２－ニトロベンジル）－３，３－ジメチルスピロ〔インドリン－２，３’－ナフト（２
，１－ｂ）ピラン〕、１－（２－ナフチルメチル）－３，３－ジメチルスピロ〔インドリ
ン－２，３’－ナフト（２，１－ｂ）ピラン〕、１，３，３－トリメチル－６’－ニトロ
－スピロ〔２Ｈ－１－ベンゾピラン－２，２’－（２Ｈ）－インドール〕などが挙げられ
る。
【００３６】
　また、上記スピロオキサジン化合物としては、例えば、１，３，３－トリメチルスピロ
〔インドリノ－２，３’－（３Ｈ）ナフト（２，１－ｂ）（１，４）オキサジン〕、５－
メトキシ－１，３，３－トリメチルスピロ〔インドリノ－２，３’－（３Ｈ）ナフト（２
，１－ｂ）（１，４）オキサジン〕、５－クロル－１，３，３－トリメチルスピロ〔イン
ドリノ－２，３’－（３Ｈ）ナフト（２，１－ｂ）（１，４）オキサジン〕、４，７－ジ
エトキシ－１，３，３－トリメチルスピロ〔インドリノ－２，３’－（３Ｈ）ナフト（２
，１－ｂ）（１，４）オキサジン〕、５－クロル－１－ブチル－３，３－ジメチルスピロ
〔インドリノ－２，３’－（３Ｈ）ナフト（２，１－ｂ）（１，４）オキサジン〕、１，
３，３，５－テトラメチル－９’－エトキシスピロ〔インドリノ－２，３’－（３Ｈ）ナ
フト（２，１－ｂ）（１，４）オキサジン〕、１－ベンジル－３，３－ジメチルスピロ〔
インドリン－２，３’－（３Ｈ）ナフト（２，１－ｂ）（１，４）オキサジン〕、１－（
４－メトキシベンジル）－３，３－ジメチルスピロ〔インドリン－２，３’－（３Ｈ）ナ
フト（２，１－ｂ）（１，４）オキサジン〕、１－（２－メチルベンジル）－３，３－ジ
メチルスピロ〔インドリン－２，３’－（３Ｈ）ナフト（２，１－ｂ）（１，４）オキサ
ジン〕、１－（３，５－ジメチルベンジル）－３，３－ジメチルスピロ〔インドリン－２
，３’－（３Ｈ）ナフト（２，１－ｂ）（１，４）オキサジン〕、１－（４－クロロベン
ジル）－３，３－ジメチルスピロ〔インドリン－２，３’－（３Ｈ）ナフト（２，１－ｂ
）（１，４）オキサジン〕などのスピロオキサジン構造を有する化合物を挙げることがで
きる。
【００３７】
　上記ジアリールエテン化合物としては、例えば、１，２－ビス（２－フェニル－４－ト
リフルオロメチルチアゾール）－３，３，４，４，５，５－ヘキサフルオロシクロペンテ
ン、１，２－ビス（３－（２－メチル－６－（２－（４－メトキシフェニル）エチニル）
ベンゾチエニル））－３，３，４，４，５，５－ヘキサフルオロシクロペンテン、１，２
－ビス（５－メチル－２－フェニルチアゾ－ル）－３，３，４，４，５，５－ヘキサフル
オロシクロペンテン、１，２－ビス（２－メトキシ－５－フェニル－３－チエニル）－３
，３，４，４，５，５－ヘキサフルオロシクロペンテン、１－（５－メトキシ－１，２－
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ジメチル－３－インドリル）－２－（５－シアノ－２，４－ジメチル－３－チエニル）－
３，３，４，４，５，５－ヘキサフルオロシクロペンテンなどが挙げられ、１，２－ジチ
エニルエテン化合物が好ましい。
【００３８】
　上記フルギド化合物の例としては、Ｎ－シアノメチル－６，７－ジヒドロ－４－メチル
－２－フェニルスピロ（５，６－ベンゾ〔ｂ〕チオフェンジカルボキシイミド－７，２’
－トリシクロ〔３．３．１．１３，７〕デカン〕、Ｎ－シアノメチル－６，７－ジヒドロ
－２－（ｐ－メトキシフェニル）－４－メチルスピロ（５，６－ベンゾ〔ｂ〕チオフェン
ジカルボキシイミド－７，２’－トリシクロ〔３．３．１．１３，７〕デカン）、６，７
－ジヒドロ－Ｎ－メトキシカルボニルメチル－４－メチル－２－フェニルスピロ（５，６
－ベンゾ〔ｂ〕チオフェンジカルボキシイミド－７，２’－トリシクロ〔３．３．１．１
３，７〕デカン）、６，７－ジヒドロ－４－メチル－２－（ｐ－メチルフェニル）－Ｎ－
ニトロメチルスピロ（５，６－ベンゾ〔ｂ〕チオフェンジカルボキシイミド－７，２’－
トリシクロ〔３．３．１．１３，７〕デカン）、Ｎ－シアノメチル－６，７－ジヒドロ－
４－シクロプロピル－３－メチルスピロ（５，６－ベンゾ〔ｂ〕チオフェンジカルボキシ
イミド－７，２’－トリシクロ〔３．３．１．１３，７〕デカン）などが挙げられる。
【００３９】
　上記ナフトピラン系化合物としては、例えば、３，３－ジフェニル－３Ｈ－ナフト（２
，１－ｂ）ピラン、２，２－ジフェニル－２Ｈ－ナフト（１，２－ｂ）ピラン、３－（２
－フルオロフェニル）－３－（４－メトキシフェニル）－３Ｈ－ナフト（２，１－ｂ）ピ
ラン、３－（２－メチル－４－メトキシフェニル）－３－（４－エトキシフェニル）－３
Ｈ－ナフト（２，１－ｂ）ピラン、３－（２－フリル）－３－（２－フルオロフェニル）
－３Ｈ－ナフト（２，１－ｂ）ピラン、３－（２－チエニル）－３－（２－フルオロ－４
－メトキシフェニル）－３Ｈ－ナフト（２，１－ｂ）ピラン、３－〔２－（１－メチルピ
ロリル）〕－３－（２－メチル－４－メトキシフェニル）－３Ｈ－ナフト（２，１－ｂ）
ピラン、スピロ〔ビシクロ（３．３．１）ノナン－９，３’－３Ｈ－ナフト（２，１－ｂ
）ピラン〕、スピロ〔ビシクロ（３．３．１）ノナン－９－２’－３Ｈ－ナフト（２，１
－ｂ）ピラン〕などが挙げられる。
【００４０】
　上記ヘキサアリールビスイミダゾール化合物としては、例えば、pseudogem－ビス（ジ
フェニルイミダゾール）［２．２］パラシクロファン、pseudogem－ビス（３，３’４，
４’－テトラメトキシジフェニルイミダゾール）［２．２］パラシクロファンなどが挙げ
られる。
【００４１】
＜フォトクロミック化合物含有層＞
　前記の通り、本発明においては、前記直線偏光板又は前記位相差板とは別に、フォトク
ロミック化合物含有層（以下、「フォトクロミック樹脂層」とも言う。）を設ける態様は
、好ましい態様の一つである。
　該フォトクロミック樹脂層を形成する方法としては、前記の通り、フォトクロミック化
合物を含有する樹脂フィルム（以下、「フォトクロミック化合物含有フィルム」とも言う
）を作製し、前記円偏光板における直線偏光板の表面に貼合する方法、及び、フォトクロ
ミック化合物を含有する樹脂組成物の塗膜を前記円偏光板における直線偏光板の表面に直
接形成する方法が挙げられる。
　後者の直線偏光板の表面にフォトクロミック化合物を含有する塗膜を直接形成する場合
は、上記樹脂組成物を直線偏光板の表面に、乾燥後の厚さが下記フィルムの厚さ程度にな
るように、ダイコーティング、グラビアコーティング等の公知の方法により塗布、乾燥す
るすれば良い。
【００４２】
＜フォトクロミック化合物含有フィルム＞
　フォトクロミック化合物含有フィルムは、フィルム中に上記フォトクロミック化合物が
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分散されている樹脂フィルムであればいずれも使用できる。該樹脂フィルムは、例えば、
フォトクロミック化合物を含有する樹脂組成物を常法により製膜する方法、及び、フォト
クロミック化合物を含有する染色液に基材フィルムを浸漬して、基材フィルムにフォトク
ロミック化合物を含浸させる方法等により、製造することができる。通常、フォトクロミ
ック化合物の含量を調整しやすい点で前者が好ましい。
【００４３】
　上記のフォトクロミック化合物を含有する樹脂組成物の製膜は、常法により行うことが
できる。例えば溶融押出法、塗膜法などによって、フォトクロミック化合物含有フィルム
を製造することができる。後者の場合には、例えば、フォトクロミック化合物と樹脂とを
含有する樹脂樹脂組成物、好ましくは両者が溶解している樹脂溶液を、離型剤付きフィル
ムの離型剤の塗布面に、ダイコーティング、グラビアコーティング等の公知の塗膜方法を
用いて塗布、乾燥して、塗膜を形成した後、必要に応じて、該塗膜上に更に透明なフィル
ムを積層して、離型剤付きの本発明で使用するフォトクロミック化合物含有フィルムを作
製することができる。
　上記フォトクロミック化合物を含有する樹脂組成物において使用される樹脂としては、
フォトクロミック化合物との相溶性が良く、フォトクロミック化合物が樹脂中において適
度に分散されるものであればいずれも使用できる。例えば、アクリル樹脂、ウレタン系樹
脂、ＰＶＡ系樹脂などの樹脂が挙げられる。通常、耐久性や光の透過性などからアクリル
樹脂が好ましい。
　上記フォトクロミック化合物を含有する樹脂組成物は、通常粘度の調整等のため通常溶
媒を含む。樹脂組成物における溶媒としては、フォトクロミック化合物及び樹脂を溶解す
ることができる溶媒が好ましい。例えば、トルエン、ＤＭＳＯ等の有機溶媒、及び、水又
は水と水溶性有機溶媒との混合溶液等の水性溶媒が挙げられる。通常有機溶媒が好ましい
。
【００４４】
　　フォトクロミック化合物を含有する樹脂組成物に含まれるフォトクロミック化合物の
含有割合は、該樹脂組成物の固形分の総量（溶媒以外の全成分）に対して、通常０．１～
２０質量％、好ましくは０．２～７質量％、更に好ましくは０．２～５質量％、最も好ま
しくは０．３～４質量％である。含有量が少なすぎると、フォトクロミック化合物が着色
しても本発明の偏光素子の吸収特性が変化しない。含有量が多すぎると、フォトクロミッ
ク化合物を含有する樹脂フィルムの強度や接着性に影響を及ぼす可能性がある。
【００４５】
　染色によるフォトクロミック化合物含有フィルムの製造方法としては、染色溶液として
フォトクロミック化合物を含有する染色溶液を使用して、従来公知のフィルム染色方法に
従って基材フィルムを染色すればよい。例えば、前記の直線偏光板の項における二色性染
料を用いた基材フィルムの染色方法に準じて行うことができる。即ち、前記の直線偏光板
の染色方法に従って、例えばポリビニルアルコール系樹脂フィルムを基材フィルムとして
、二色性染料の代わりにフォトクロミック化合物を含有する染色溶液を用いて染色処理を
行い、延伸処理、及び、ホウ酸等による硬化剤処理の各工程を行うことにより、フォトク
ロミック化合物含有フィルムを製造することができる。染色処理及び延伸処理の順序は、
何れが先でもよく、同時に行ってもよい。また延伸処理は、硬化剤処理と同時に行っても
よい。硬化剤処理は通常染色処理と同時又は／及び染色処理の後に行われる。
　このときの染色処理の条件は特に限定されない。染色処理に用いる染色溶液は、フォト
クロミック化合物を水又は水性溶液に溶解することにより得られる。このときの染色溶液
の濃度は０．００１～１０質量％程度が好ましく、基材フィルムの浸漬時間は２０秒～２
０分間程度が好ましく、染色温度は２０℃～８０℃程度が好ましい。
【００４６】
　該フォトクロミック樹脂層に含まれるフォトクロミック化合物は、二色性を有してもよ
い。この場合、上記の方法等で得られたフォトクロミック化合物含有フィルムを延伸（好
ましくは一軸延伸）することにより、フォトクロミック化合物を一方向に配向させ、フォ
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トクロミック化合物に二色性を付与することができる。
　フィルムの延伸方法としては、湿式法、乾式法など、公知のいずれの方法を用いてもよ
い。このときの延伸倍率は、原反フィルムに対して総延伸倍率が２倍～１０倍程度である
のが好ましい。
　フォトクロミック化合物含有フィルムを染色法により作製する場合、上記のフォトクロ
ミック化合物含有フィルムの作製工程のいずれかにおいて、基材フィルムを延伸（好まし
くは一軸延伸）する工程を入れればよく、基材フィルムを延伸する工程は、基材フィルム
を染色液に含浸させる工程の前後に行ってもよく、同時であってもよい。
【００４７】
　フォトクロミック化合物に二色性を付与する場合、分子構造が縦横の長さが異なる長鎖
構造であるフォトクロミック化合物、より好ましくは、ベンゼン環や複素環などのπ共役
が広がり、π共役で繋がる各構成骨格間における立体的構造が変化しない（但し、着色又
は退色時の何れかの状態に変化した際には立体構造が変化しうる）フォトクロミック化合
物が、配向性の面で好ましい。そのような化合物としては、前記のスピロピラン系化合物
、スピロオキサジン系化合物、ジアリールエテン系化合物、フルギド系化合物及びナフト
ピラン系化合物がいずれも好ましく使用できる。
　フォトクロミック化合物に二色性を付与したときは、該フォトクロミック化合物含有フ
ィルムの吸収軸と、直線偏光板の吸収軸とが平行になるように、該フォトクロミック化合
物含有フィルムと円偏光板とを積層する。このように積層することにより、紫外線が強い
環境下において、着色したフォトクロミック化合物含有フィルムと高透過率偏光板とが協
働して偏光性能の優れた直線偏光板として働き、優れた反射防止機能を発揮することがで
きる。
【００４８】
　上記方法等で得られたフォトクロミック化合物含有フィルムを、前記の直線偏光板と位
相差板とからなる円偏光板に粘着剤等を介して貼合することにより、本発明のＯＬＥＤ用
偏光素子であるフォトクロミック樹脂層付き円偏光板が得られる。このときの粘着剤とし
ては、光学部材に使用される公知の粘着剤を使用すればよい。
【００４９】
　本発明の偏光素子におけるフォトクロミック樹脂層は、フォトクロミック化合物を含有
する樹脂組成物の塗膜を本発明の円偏光板の直線偏光板側に直接形成してもよい。このと
きの塗膜の形成は、前記の少なくともフォトクロミック化合物と樹脂とを含有する樹脂溶
液を用いて透明フィルム上に塗膜を形成する方法に準じて行えばよい。
【００５０】
　本発明のフォトクロミック樹脂層の位置は、フォトクロミック化合物が外光に含まれる
紫外線を吸収することができる位置であれば特に限定されないが、紫外線を効率的に吸収
できることから、上記直線偏光板の出射側（観察者側、外光の入射する側）に配置するこ
とが好ましい。
　本発明のフォトクロミック樹脂層における、フォトクロミック化合物の含有割合は、該
樹脂層の総量に対して、通常０．１～１０質量％程度であり、好ましくは０．２～７質量
％、更に好ましくは０．２～５質量％、最も好ましくは０．３～４質量％である。また、
該樹脂層を本発明のＯＬＥＤ用偏光素子に用いた場合、該樹脂層におけるフォトクロミッ
ク化合物濃度は、該樹脂層を積層した本発明のＯＬＥＤ用偏光素子の５５０ｎｍの光の透
過率が、紫外線のない状態で、該樹脂層を有しない円偏光板の該光の透過率よりも、通常
１～７％程度、好ましくは２～５％程度、より好ましくは２～４％の範囲内で低い値とな
る濃度である。
　含有量が少なすぎるとフォトクロミック化合物が着色しても本発明の偏光素子の吸収特
性が変化せず、含有量が多すぎるとフォトクロミック樹脂層の強度や接着性に影響を及ぼ
す可能性がある。
　本発明のフォトクロミック樹脂層の厚さは、特に限定されないが、１０μｍ～１００μ
ｍ程度が好ましい。
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【００５１】
＜フォトクロミック化合物及び二色性染料含有偏光板＞
　本発明のＯＬＥＤ用偏光素子においては、該直線偏光板が、二色性染料と共にフォトク
ロミック化合物を含有する直線偏光板（以下、「フォトクロミック化合物含有偏光板」と
も言う。）であってもよい。
　本発明のフォトクロミック化合物含有偏光板の製造方法としては、直線偏光板の基材フ
ィルム中に二色性染料及びフォトクロミック化合物を適度に含有させることができる方法
であれば特に限定されない。例えば、染色液として二色性染料及びフォトクロミック化合
物の両者を含有する染色液を使用して、従来公知のフィルム染色方法に従って基材フィル
ムを染色するか、又は、該二色性染料での染色とは別に、フォトクロミック化合物含有染
色液を用いて、フォトクロミック化合物での染色を行うことより、両者を含む直線偏光素
膜を作製すればよい。
　より具体的には、前記の二色性染料を用いた基材フィルムの染色による直線偏光板の方
法において、例えばポリビニルアルコール系樹脂フィルムを基材フィルムとして、二色性
染料を単独で用いる代わりに二色性染料及びフォトクロミック化合物の両者を含有する染
色液を用いて染色処理を行うか、又は、該二色性染料での染色とは別に、フォトクロミッ
ク化合物含有染色液を用いて、フォトクロミック化合物での染色を行い、延伸処理、及び
、必要に応じて行われるホウ酸等による硬化剤処理等を行うことにより、該二色性染料及
びフォトクロミック化合物の両者を含有する直線偏光素膜を製造することができる。
　染色処理及び延伸処理の順序は、何れが先でもよく、同時に行ってもよい。また延伸処
理は、硬化剤処理と同時に行ってもよい。硬化剤処理は通常染色処理と同時又は／及び染
色処理の後に行われる。
　このときの染色処理の条件は特に限定されない。染色処理に用いる染色溶液は、上記二
色性染料及びフォトクロミック化合物の両者を水又は水性溶液に溶解することにより得ら
れる。また、上記二色性染料の染色とは別個フォトクロミック化合物での染色を行っても
よい。
　このときの染色液のフォトクロミック化合物の濃度は染色条件により変わるので一概に
は言えないが、染色液の総量に対して、フォトクロミック化合物の好ましい濃度は０．０
１～１０ｇ／Ｌ程度である。基材フィルムの浸漬時間は２０秒～２０分間程度が好ましく
、染色温度は２０℃～８０℃程度が好ましい。
　該直線偏光素膜中でのフォトクロミック化合物の濃度は、該直線偏光素膜を用いた本発
明のＯＬＥＤ用偏光素子の５５０ｎｍの光の透過率が、紫外線のない状態で、フォトクロ
ミック化合物を含有しない直線偏光素膜を用いた円偏光板の５５０ｎｍの光の透過率より
も、通常１～７％程度、好ましくは２～６％程度、より好ましくは２～５％の範囲内で低
い値となる濃度である。
　得られた偏光素膜は保護フィルム等を付けて常法により直線偏光板とすることができる
。
【００５２】
　フォトクロミック化合物が水溶性である場合は上記方法を使用できるが、多くのフォト
クロミック化合物は水不溶性である。そのため通常フォトクロミック化合物含有樹脂溶液
を用いて塗膜を形成するキャスト法が使用される。例えばポリビニルアルコール系樹脂と
フォトクロミック化合物を含有する樹脂溶液を、基材フィルム上、例えばポリエチレンテ
レフタレートフィルムに塗工、乾燥して塗膜フィルムを形成した後、基材から剥がした該
フィルムに、二色性染料を含有する染色液を用いて、従来公知のフィルム染色方法に従っ
て染色処理を行い、延伸処理、及び、必要に応じて行われるホウ酸等による硬化剤処理等
を行うことにより、フォトクロミック化合物及び二色性染料含有素膜を得、これに保護フ
ィルムを付けて偏光板とすることができる。
　このときの染色処理及び延伸処理の順序は、何れが先でもよく、同時に行ってもよい。
また延伸処理は、硬化剤処理と同時に行ってもよい。硬化剤処理は通常染色処理と同時又
は／及び染色処理の後に行われる。
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【００５３】
　上記のフォトクロミック化合物含有直線偏光板の製造方法においては、基材フィルムを
延伸する工程が含まれ、フォトクロミック化合物は二色性染料と共に一方向に配向される
ため、フォトクロミック化合物に二色性が付与される。フォトクロミック化合物が二色性
を有する場合、得られるフォトクロミック化合物含有直線偏光板は、外光が弱い環境下で
は前記の高透過率偏光板として機能し、外光が強い環境下においては、フォトクロミック
化合物が着色して、偏光性能の高い直線偏光板として機能する。
　このときのフォトクロミック化合物としては、前記のフォトクロミック化合物に二色性
を付与する際に好ましく使用できるフォトクロミック化合物として挙げられた化合物が好
ましく使用できる。
　上記フォトクロミック化合物含有偏光板に前記位相差板を貼合することにより、本発明
のＯＬＥＤ用偏光素子が得られる。本発明の該ＯＬＥＤ用偏光素子は、外光が強い環境下
では、フォトクロミック化合物が着色して二色性を示し、偏光性能の優れた直線偏光板と
して機能するため、優れた反射防止機能を発揮する。また、外光が弱い室内環境下におい
てはフォトクロミック化合物が着色せず上記二色性染料のみでの直線偏光板とほぼ同じに
なるため、一定の反射機能を有して、室内での視認性も保持される。
【００５４】
＜ＯＬＥＤ用偏光素子＞
　本発明のＯＬＥＤ用偏光素子は、二色性染料を含有する直線偏光素膜とフォトクロミッ
ク化合物を併用することにより得られる。より具体的には、上記で得られた、上記二色性
染料を含有する直線偏光素膜を有する直線偏光板とλ／４位相差板とからなる円偏光板に
、フォトクロミック化合物含有層を積層するか、又は、上記二色性染料と共にフォトクロ
ミック化合物を含有した偏光素膜を有する直線偏光板とλ／４位相差板とを積層すること
により、本発明のＯＬＥＤ用偏光素子を得ることができる。
　本発明の偏光素子は、当該偏光素子が有する反射防止機能及び視認性向上効果を阻害し
ない限り、上記の直線偏光板、位相差板及びフォトクロミック樹脂層以外の光学層を備え
ていてもよい。例えば、本発明の偏光素子は、前記偏光板の項で記載した保護層（ハード
コート層）、ＡＲ層（反射防止層）、他の位相差板、カラーフィルター等を備えていても
よい。
　本発明の偏光素子に含まれる正のフォトクロミック化合物は、太陽光に含まれる紫外線
、又は、紫外線ランプ、水銀ランプ、キセノンランプなどの各種ランプの紫外線を吸収し
て着色し、可視光及び／又は熱により退色する。フォトクロミック化合物の着色及び消色
は可逆的であるので、紫外線の作用が可視光及び／又は熱による作用よりも大きいときに
着色し、また、紫外線の作用よりも可視光及び／又は熱による作用が大きいときに消色す
る。本発明で使用するフォトクロミック化合物としては、波長が２５０～４００ｎｍ程度
の紫外線により着色される正のフォトクロミック化合物が好ましい。
【００５５】
　本発明のＯＬＥＤ用偏光素子の各光学層には、必要に応じて、安定剤、酸化防止剤、帯
電防止剤、可塑剤などの各種添加剤が添加されていてもよい。
【００５６】
　本発明のＯＬＥＤ用偏光素子は、使用の目的にもよるが、フォトクロミック化合物の着
色時におけるＯＬＥＤからの出射光の透過率が、５～５５％程度、より好ましくは１０～
４５％程度であり、且つ、ＯＬＥＤのカソード電極による外光の反射率が、１０％程度以
下、より好ましくは６％程度以下であるのが好ましい。
【００５７】
　本発明のＯＬＥＤ用偏光素子の好ましい態様としては、下記（Ｉ）～（ＩＩＩ）の態様
が挙げられる。
（Ｉ）二色性染料を含有する直線偏光板及びλ／４位相差板からなる円偏光板における直
線偏光板上（λ／４位相差板が積層された面の反対面上）に、更に、フォトクロミック化
合物を含有する樹脂フィルムが積層されたＯＬＥＤ用偏光素子。
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（ＩＩ）二色性染料を含有する直線偏光板及びλ／４位相差板からなる円偏光板における
直線偏光板上（λ／４位相差板が積層された面の反対面上）に、更に、配向した二色性を
有するフォトクロミック化合物を含有する樹脂フィルムが、フォトクロミック化合物が着
色したときの該樹脂フィルムの吸収軸と直線偏光板の吸収軸とが平行になるように積層さ
れたＯＬＥＤ用偏光素子。
（ＩＩＩ）上記二色性染料とフォトクロミック化合物の両者を含有する直線偏光板及びλ
／４位相差板を有するＯＬＥＤ用偏光素子。
【００５８】
　偏光板に含まれる二色性染料の劣化を防ぐ観点からは、本発明のＯＬＥＤ用偏光素子に
おいて、前記フォトクロミック樹脂層が円偏光板の直線偏光板上（λ／４位相差板が積層
された面の反対面上）に備えられていることが好ましい。フォトクロミック化合物を含有
するフォトクロミック樹脂層を、該偏光板の外光が入射する側に設けることにより、該偏
光板における透明保護膜に紫外線吸収剤を添加でき、該偏光板に含まれる二色性染料の偏
光能が、紫外線によって劣化するのを防ぐことができるためである。
【００５９】
＜有機ＥＬ表示装置＞
　本発明の有機ＥＬ表示装置（以下ＯＬＥＤ表示装置とも云う）は、ＯＬＥＤと本発明の
ＯＬＥＤ用偏光素子を有する。具体的には、ＯＬＥＤ（有機ＥＬ素子）の発光面（画像表
示面）と、本発明のＯＬＥＤ用偏光素子における位相差板側が向かい合うように、本発明
のＯＬＥＤ用偏光素子を設けることにより本発明のＯＬＥＤ表示装置が得られる。以下に
、本発明の有機ＥＬ表示装置の特徴を、図面を使って説明する。
　本発明のＯＬＥＤ用偏光素子を具備する有機ＥＬ表示装置の構造の模式図の一例を図１
に示した。図１において、１はフォトクロミック層を、２は直線偏光板を、３は位相差板
（４分の１波長板）を、４はＯＬＥＤを、それぞれ示す。なお図１では、光の吸収や反射
等への関与が少ない必要に応じて設けられる光学層は省略されている。
【００６０】
　本発明の偏光素子によれば、強い紫外線を含む外光はフォトクロミック層及び円偏光板
の両者を２回通過して、外光が遮断されるため、表示画面上に到達する光はわずかなもの
となり、効率的に外光を遮断することができる。一方、ＯＬＥＤから出射された光（表示
光）は、円偏光板及びフォトクロミック層を一度通るのみで表示画面の到達するため、フ
ォトクロミック層で遮断される量は外光に比して著しく少なく、表示画面上における、外
光の反射光量に対する表示光量の比（コントラスト）を著しく高めることができる。
【００６１】
　一方、室内においては、紫外線量が少なく、フォトクロミック化合物は消色するため、
室内における反射光を減ずる役割を果たさないが、円偏光板により室内反射光が遮断され
るため、従来の円偏光板を用いたＯＬＥＤ表示装置を同様に、室内での視認性を確保する
できる。
【００６２】
　本発明のフォトクロミック層付き円偏光板を備える有機ＥＬ表示装置は、任意の用途に
使用されるが、特に、屋外で使用されることの多い用途、例えば、ノートパソコン、タブ
レット型パソコン、携帯電話及び携帯ゲーム機などの携帯機器、ビデオカメラ、カーナビ
ゲーションシステム用モニターなどに好ましく使用できる。
【実施例】
【００６３】
　以下、実施例を挙げて、本発明をより具体的に説明する。なお、本発明は、下記実施例
のみに限定されるものではない。
　偏光板の透過率の測定は下記のようにして行った。偏光板を１枚使用したときの透過率
を単体透過率Ｙｓ、２枚の該偏光板を吸収軸が直交するように重ねた場合の透過率を直交
位透過率Ｙｃとした。それぞれの透過率は、３８０～７００ｎｍの波長領域で、所定波長
間隔ｄλ（ここでは１０ｎｍ）おきに分光透過率τλを求め、下記式（１）により算出し
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【００６４】

【００６５】
式中、Ｐλは標準光（Ｃ光源）の分光分布を表し、ｙλは２度視野等色関数を表す。分光
透過率τλは、分光光度計（株式会社日立製作所製、製品名Ｕ－４１００）を用いて測定
した。
【００６６】
実施例１
　（１）高透過率直線偏光板の作製
　ポリビニルアルコール樹脂製フィルム（株式会社クラレ製、ＶＦ－ＰＳ、厚さ７５μｍ
）を水洗後、３５℃の水中で膨潤させた。二色性染料として、Orange系二色性染料（λｍ
ａｘ＝４６０ｎｍ、二色性比３９．４）を０．１０５ｇ／Ｌ［質量／体積］、Red系二色
性染料（λｍａｘ＝５２０ｎｍ、二色性比３８．８）を０．０６２ｇ／Ｌ［質量／体積］
、Blue系二色性染料（λｍａｘ＝６００ｎｍ、二色性比４０．８）を０．１９ｇ／Ｌ［質
量／体積］、Green系二色性染料（λｍａｘ＝６６０ｎｍ、二色性比２９．７）を０．１
０ｇ／Ｌ［質量／体積］、それぞれ含有し、更に、芒硝及びトリポリリン酸ソーダをそれ
ぞれを０．２５ｇ／Ｌずつ含有する４６℃の染色液に、膨潤させたフィルムを２分間浸漬
し、染料染色処理を行った。染色処理を施したフィルムを２．６質量％ホウ酸水溶液中で
洗浄した後、５４℃の３．７質量％ホウ酸水溶液中で、延伸倍率が６．２倍となるように
一軸延伸を行い、フィルム中の二色性色素を配向させた。得られた延伸フィルムを２５℃
の水で水洗した後、６０℃の空気中で乾燥して、偏光素膜を得た。得られた偏光素膜の厚
さは２３μｍであった。偏光素膜中のホウ酸濃度を中和滴定法で求めたところ、偏光素膜
内のホウ酸含有量は１７．０質量％であった。
　得られた偏光素膜の両面に厚さ８０μｍのＴＡＣフィルム（富士フイルム株式会社製）
をポリビニルアルコール系接着剤を用いて積層した後、７０℃で乾燥して本発明の高透過
率直線偏光板を作製した。
　得られた偏光板の３８０～７００ｎｍの波長領域における透過率は、単体透過率が５０
．２９％、直交透過率が９．９２％であった。
【００６７】
（２）円偏光板の作製
　得られた高透過率偏光板に、ポリカーボネート製１／４波長位相差板（帝人株式会社製
ピュアエースＷＲ）を該偏光板の吸収軸と該位相差板の遅相軸との角度が４５度になるよ
うに、粘着剤（綜研化学株式会社製、商品名ＳＫダイン　ＳＫ－１８８５）を使用して貼
合し、本発明の高透過率円偏光板を作製した。
【００６８】
（３）フォトクロミック含有フィルムの作製
　下記式（Ｉ）：
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で表されるスピロピラン系化合物（１，３，３－トリメチルインドリノ－６’－ニトロベ
ンゾピリロスピラン、東京化成工業株式会社製）を２．７質量％含有するトルエン溶液に
、アクリル樹脂溶液（不揮発分１９質量％）を、溶液の不揮発分の総量が１５質量％にな
るように加えた。ここで、式（Ｉ）で表される化合物は、紫外線の照射により左辺の化合
物から右辺の化合物に分子構造が変化し、着色する。可視光又は熱により右辺の化合物は
元の左辺の化合物に戻り、脱色する。式（Ｉ）の右辺の化合物の可視光領域における最大
吸収波長は５４８ｎｍである。
　離型剤付きＰＥＴフィルム（リンテック株式会社製、商品名ＰＥＴ５０１１）の離型剤
が付着している面の上に、上記で得られたフォトクロミック溶液を厚みが均一になるよう
に展開し、乾燥機にて７０℃で３分間乾燥した。このときのフォトクロミック層における
上記式（Ｉ）の化合物の濃度は０．４８質量％であり、フォトクロミック層の膜厚は３０
μｍであった。得られたフィルムのフォトクロミック層側に膜厚２５μｍのＰＥＴフィル
ム（東洋紡績株式会社製、商品名Ｅ５１０１）を積層して、フォトクロミック化合物含有
フィルムを作製した。
（４）本発明の偏光素子の作製
　上記で得られたフォトクロミック層付きフィルムから離型フィルムを剥がし、フォトク
ロミック層付きフィルムのフォトクロミック層側と、前記高透過率円偏光板の直線偏光板
側が向かい合うよう、粘着剤（綜研化学株式会社製、商品名ＳＫダイン　ＳＫ－１８８５
）を用いて積層し、本発明の偏光素子（フォトクロミック層付き円偏光板）を得た。
【００６９】
実施例２
　上記実施例１の（３）において、フォトクロミック層における上記式（Ｉ）で表される
化合物の濃度を３．９０質量％とすること以外は上記実施例１と同様にして、本発明の偏
光素子（フォトクロミック層付き円偏光板）を得た。
【００７０】
試験例１（紫外線照射試験）
　上記実施例１及び２で得られたフォトクロミック層付き円偏光板に、紫外線ランプを用
いて、波長３５２ｎｍ及び強度１．２ｍＷ／ｃｍ２の紫外線を１０秒間照射したところ、
フォトクロミック層の着色が確認された。１．２ｍＷ／ｃｍ２の紫外線強度は、晴天時に
直射日光の当たらない室内の窓際で測定した紫外線強度と同程度である。よって、実施例
で得られた本発明のフォトクロミック層付き円偏光板は、屋外などの外光の強い条件下に
おいて、着色するのに十分な感度を有することが判った。
【００７１】
試験例２（透過率及び反射率測定）
　上記実施例１及び２で得られたフォトクロミック層付き円偏光板について、照射試験前
後における透過率及び反射率を、分光光度計（株式会社日立ハイテクノロジーズ製、製品
名Ｕ－４１００）により測定した。また、上記実施例１で得られた高透過率円偏光板の透
過率及び反射率も同様に測定した。
　ここで透過率は、各偏光素子を１枚使用したときに測定された波長５５０ｎｍの光の透
過率を測定した。反射率は、実施例１の円偏光板においては直線偏光板側から、実施例１
及び２のフォトクロミック層付き円偏光板においてはフォトクロミック層側から測定光を
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入射させ、位相差板側から透過した透過光の全てが反射して再度位相差板側に入射し、再
び直線偏光板側又はフォトクロミック層側から出射させたときの、５５０ｎｍの光の反射
率を測定した。
　測定結果を下記表１に示す。
【００７２】
【表１】

注：参考例は実施例１の（２）で作製した円偏光板を使用した。
【００７３】
　上記表１から明らかな通り、本発明の高透過率直線偏光板及び本発明のフォトクロミッ
ク層付き円偏光板は、外光の弱い（紫外線が少ない）環境下では、ある程度の反射防止機
能を有し、且つ、高い透過率を有するため、従来の円偏光板に比べてＯＬＥＤからの出射
光を増大することができることが判った。また、外光の強い（紫外線が多い）環境下にお
いて、本発明のフォトクロミック層付き円偏光板は、フォトクロミック化合物の着色によ
り透過率と反射率がともに低下したものの、反射率の低下は透過率の低下に対して顕著で
あったため、反射率に対する透過率の比率が向上した。例えば実施例２のフォトクロミッ
ク層付き円偏光板では、紫外線照射前の反射率に対する透過率の比が約４．４倍であるの
に対し、紫外線照射後の反射率に対する透過率の比は約１１．１倍にまで向上した。よっ
て本発明のＯＬＥＤ用偏光素子は、外光の強い環境下において、外光の反射光に対するＯ
ＬＥＤからの出射光のコントラスト比を改善できることが示唆された。
【００７４】
試験例３（ＯＬＥＤのコントラスト比評価）
　試験例２の測定結果から、本発明の各偏光素子を備えたＯＬＥＤディスプレイについて
、環境光１０００ｃｄ／ｍ２及び５０００ｃｄ／ｍ２における反射光（Ｌｒ）に対するＯ
ＬＥＤからの出射光（Ｌｅ）のコントラスト比（ＣＲ）を評価した。
　ＣＲは下記の式により算出した。
　　ＣＲ ＝ Ｌｅ／Ｌｒ ＝ （Ｌｅｏ×Ｔ）／（Ｌａ×Ｙｒ×Ｒ）
式中の各パラメーターの定義及び代入した値を下記表２に示す。
【００７５】
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【表２】

【００７６】
　実施例１及び２のＴ及びＲの値については、紫外線照射試験後の透過率及び反射率を代
入した。
　上記式により算出された各偏光素子のＣＲの評価結果を下記表３に示す。
【００７７】
【表３】

【００７８】
　上記表３から明らかな通り、本発明のフォトクロミック層付き円偏光板は、紫外線の照
射によりフォトクロミック化合物が着色することにより、フォトクロミック層におけるフ
ォトクロミック化合物の濃度に比例して反射光に対するＯＬＥＤからの出射光のコントラ
スト比（ＣＲ）が向上し、表示画面の視認性を改善することが確認された。
【符号の説明】
【００７９】
１…フォトクロミック層、２…直線偏光板、３…位相差板（４分の１波長板）、４…有機
ＥＬ素子（ＯＬＥＤ）
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